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はじめに
　米国では， 年センサスで新たに人口
学的特性，住宅，社会経済的特性に関するデー
タを収集する目的で一部の世帯だけを対象と
した詳細調査票（以下， ）による調
査が導入された。以来，同国の人口センサス
では，基本票（以下， ）による調
査と という二種類の調査票によっ
て調査が行われてきた。ちなみに 年セ
ンサスでは， （ － ）の調
査事項は，①氏名，②続柄，③性別，④年齢
及び生年月日，⑤ヒスパニック･ラテン系，
⑥人種あるいは民族的出自のわずか 項目だ
けで，わが国の国勢調査の項目数と比較して
も極めて少ない。これに対して，
（ － ）では， の 項目に加え，
最初の 名については住戸関連事項をはじめ
とした 項目，また他の同居する家族員等
についても，調査事項は 項目にのぼる。
その結果， 名連記の調査票は実質 頁と大
部のものとなっている。なお， 年と

年センサスの による調査は，
約 ％の抽出率（人口規模 人以下の地
域では抽出率 ％）で実施された。
　 については調査項目数が多いだ
けでなく，住戸関連の調査事項の中には，公

共料金の支出額や家賃，それに住宅評価額の
ように，記入に際して記録の再計算を要する
事項も含まれる。また個人情報に関しても，
学歴，身体的条件，収入の種類や金額といっ
た一般に人々が記入に抵抗を感じる項目も少
なからず含まれる。このため につ
いては， による調査に比べて調査
が忌避されやすく ），それだけ人口の把握精
度を引き下げる要因の一つとなっている。
　公表されている 年センサスの調査計
画によれば， による調査は廃止され，
センサスは専ら についてだけ実施
されることになっている。 を廃止
しセンサスを人口数把握（ ）に特
化することで，センサスの把握度の改善が期
待される。その結果，同国の人口センサスは，
改めてセンサスの原点に立ち戻り，可能な限
り高い精度で，議席数の決定や補助金算定の
根拠数値（法定数字）を提供する方向に再び
その舵を戻すことになる。他方でこの措置は，

年以来 が担ってきた様々な分
析的意義を持つ人口･世帯についての社会経
済的属性や活動実態に関するデータの確保，
さらには住宅センサスとしての機能を人口セ
ンサスが喪失することを意味する。
　ところで，センサスで がこれま
で担ってきた役割は，現在，導入に向けての
最終段階にあるアメリカ地域社会調査

）（以下， ）
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という大規模標本調査がそれを実質的に継承
することになっている。 の調査計画さら
にはこれまでの準備状況を見ると，そこには，
センサス局が単なる把握度の低下に対する対
症療法的な判断からいわば後ろ向き的にこの
ような判断に踏み切ったのではない側面が浮
かび上がってくる。また， は，調査論と
しても新たな問題を提起しているようにも思
われる。以下，本稿では，これらの点を明ら
かにしてみることにしたい。

１　ACSの導入経過
　 をセンサスから独立させるとい
うセンサス再編は，実はアメリカ連邦統計の
長年の懸案の実現であった。
　センサス局がローリング方式の調査によっ
て を代替するというその後 と
して実現する構想の直接的契機を与えたのは，

の 年の論文（ ）であると
いわれている（ ）。なお

自身は，すでに 年に年次サンプル
センサス のアイデアを
その友人に書き送っており， 年代末か
ら一連の研究 ），特に （ ）では，

（ ）のローリン
グサンプル化の可能性も含め，小地域に関す
るより頻度の高いデータ収集ニーズへの対応
策を提案している（ ）。そ
の意味で，ローリングサンプルという
の核心部分をなす方法論については，その着
想以来すでに半世紀以上かけて温められてき
たもので，現在その実現に向けての最終準備
段階に入っているといえる。
　ところで， 導入の準備作業が本格的に
開始されるのは 年である。この年セン
サス局は，そのパイロットプロジェクトとし
て，フロリダ州 郡（郡は州内の最大
の行政区画）を初め全米 つの郡で試験調査
を行っている。その後，試験調査の範囲は漸
次拡大され， ～ 年には全米から

の郡が選ばれ，調査の実施状況に関する情報
収集が行われた。また， 年センサス時に，

の調査票並びに調査計画に従って，合計
の郡で と呼ばれる補完調査が実施

された（ ）。さらにその後も，
補完調査が 年， 年と継続して実施
された。こういった一連の調査結果に基づき
センサス局は， の推計値の経年的安定性
並びに利用可能性の検証を行った（

）。また， に対する代替可
能性を検証するために，それまでの か
ら得られた調査結果と 年センサスの

との結果の比較も試みられている
（ ）。 は当初，
年からフルサイズで実施される予定になって
いた。しかし，予算措置の関係で，フルサイ
ズでの調査は，一般世帯については 年
月から，また学生寮，療養施設，刑務所それ
にホームレスの一時収容施設といった施設居
住者については 年 月からの実施となっ
た（ ）。

２　標本抽出と実査
　 は現在，全米 州，それにワシント
ン特別区とプエルトリコで実施されている ）。
対象世帯は，センサス局が保有する住所ファ
イル （ ）から約
の抽出率（毎月約 万世帯，年間約 万世
帯，抽出率約 ％， 年間の合計抽出率約
％）で毎月抽出され，また施設居住者に

ついても ％の個人が調査の対象となって
い る（ ）。 た だ し，
結果の全体精度の確保をはかるため，世帯の
抽出率は地域の人口規模や特性，社会人口集
団の規模に応じて独自に設定されており，

未満の住戸しかない町や郡，それまで
の試験調査や ， ， 年に実施さ
れたセンサス事後調査で特に回答率が低かっ
た地区やマイノリティ居住地域では，他より
も抽出率が高く設定されている ）（
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）。なお，報告負担の平準
化をはかるために では，一度調査され
た世帯は，その後 年間は抽出対象から除外
されることになっている。
　調査は の住所情報に基づき，基本的
に郵送で実施される。その場合，住戸番号・
街路名･郵便番号 ）あるいは完全な地方道路
名・ 番号・郵便番号を有する住戸だけ
が送付の対象となり，私書箱（ ）や
非都市型住戸表示地域については送付の対象
外である（ ）。
　最初に調査依頼カードが，続いて識別用
バーコードを印刷した調査票が，対象世帯に
送付される。記入済の調査票はインディアナ
州 にあるセンサス局連邦処理セ
ンターに返送されることになっているが，
週間たっても調査票の提出がない場合，督促
カードともに調査票が再送される。さらに，
調査票の最初の発送から 週間を経過しても
なお回答が得られない場合には，全国 地点 ）

にあるセンサス局のコールセンターの職員が，
市販の電話番号ファイルに基づき，コン
ピュータ支援電話調査（

）を主として夜
間あるいは週末に約 日間にわたって行う
（ － ）。なお，
期間中に調査票の受理が確認された場合，直
ちに電話調査の対象から除かれる。またコー
ルセンターでは，熟練の職員が，回答者から
の質問への対応さらには 拒否世帯に対
する再調査も行っている。調査開始から
週間たっても依然として回答が得られない場
合，未回答世帯の を無作為に抽出し，調
査員による訪問調査が実施される。このよう
に， では一回の月次調査について，最長
週間の調査期間が設定されているが，期

限を超えて提出された郵送調査票は受理され
ない（ ）。

３　Long formとACS
　米国では人口センサスは 年毎に実施さ
れてきた。このため については，
年に一度しか結果数字は得られない。一方，
では，対象地域が人口規模に従って つ

に区分され，人口 人以上の郡（以下，
グループ ）については毎年の調査結果を，
また人口 ～ 人未満の郡（グルー
プ ），人口 人未満の郡（グループ ）
については，各々 年分， 年分の調査結果
をプールし，それらを毎年スライドさせるこ
とでデータを移動平均的に更新し，推計に
よって毎年調査結果を確保できる仕組みに
なっている。このような一部の地域等につい
ての複数年次にわたる調査データのプーリン
グは，人口規模の小さいグループ ， に該
当する地域について，グループ と同程度の
結果精度を達成するのに必要な標本数を確保
する目的で行われる（ ）。
なお，グループ については 年以降，
またグループ についても 年からはプー
リングデータが利用できるようになる。この
ようにして 年には，全対象地域につい
て が に代ってそのデータを提
供することになっている。仮に 年セン
サスで による調査を実施したとし
ても，通常の公表日程では，その結果の提供
は早くても 年であることから， で
はそれよりも 年早く（ ），
また同年以降は毎年そのデータが利用可能と
なる（ ）。
　米国の人口センサスは，伝統的に常住人口
方式を採用してきた。このため，
も常住地による調査として実施されてきた。
これに対して は，現在人口方式による
調査である。 では， ヶ月以上居住する
住戸が現在地とみなされる。季節的に国内を
移動する季節労働者の中には， ヶ月以上同
一の居住地に留まり就労する者も少なくない。
現在人口方式による は，この種の季節
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移動者をそれぞれの居住地で把握することが
できる。なお，長期休暇で帰省中の学生や平
日は勤務先近くの住戸から通勤し週末に帰宅
する通勤者等については，例外的にそれぞれ
学生寮あるいは自宅が現在地とみなされる
（ － ）。このような
センサスとは異なる人口の把握方式の採用は，

がセンサスとは独立した独自の標本調査
として実施されることで容易となった。現在
人口方式を採用することによって， では
就労その他による長期的な国内移動に伴う地
域別人口の変化を捉えることができる。

４　回収済み調査票の処理
　回収された調査票は，受理後 週間以内に
入力作業に移されるが，その約 は，記入
漏れや誤記入といった不完全なデータを含ん
でいる。このためコールセンターでは，職員
が （ ）と呼ばれ
る電話照会を行っている ）。 はそれまで
の 調査にはなく，調査精度改善の
ために で新たに導入されたものである。
なお， の調査票が 名連記となっている
ことから， 名以上の大規模世帯の未調査分
については による聞き取りが行われる
（ ）。
　入力済みデータについては，地域の人口規
模によってその取扱いが異なる。まずグルー
プ については， 年以降，月次調査デー
タを ヶ月分プールすることで年次データ
が作成される。またグループ については
年分の，さらにグループ については 年分
の調査データをそれぞれプールして使用され
る。
　この他にも， データについては 段階
の加重調整が行われる。第 段階の加重復元
は抽出率の差異に係るもので，抽出率の逆数
によって調査結果が調整される。第 段階の
調整は回収率に関する調整で，第 段階での
調整結果に回収率の逆数を掛けることで調整

が行われる。そして最後の調整は「人口のコ
ントロールトータルによる調整」と呼ばれる
もので，センサス本体あるいは中間推計から
得られる男女，年齢，人種，ヒスパニックに
ついての各分布比率と第 段階の調整結果と
の間で行われる（
）。

５　結果の公表
　人口 人以上の地域については，す
でに 年から による年次推計結果が
センサス局のウェッブサイト

にアップロードされている。また
～ 人未満の地域については
年以降， ～ 人未満の地域に

ついては 年分プールしたデータが利用可能
となる 年以降，さらにセンサス調査区
（約 人）及びセンサスブロック（通常

～ 人）についても 年分のデータが
使用できる 年には利用可能となる。
　 については，基本的に と同
じく，現在は全国，州，郡，郡内の地域や市
町村，連合市町村・指定センサス地区，都市
統計地域，選挙区のレベルで集計が行われて
いる。将来的には，センサス調査区，投票区，
アメリカインディアン指定居住地区，学校区，
州議会議員選挙区，公開ミクロデータ地域区
分，郵便番号地域，市街化地域，非市街化地
域といった様々な地域レベルにも集計の範囲
が拡張される予定になっている（

）。
　 年センサスでは，人口 万人超の地
域区分として， の州とワシントン それ
にプエルトリコについて公開ミクロデータ地
域区分（ ）が設けられ，公開ミクロデー
タ（ ）が作成されている。センサス局は，

の年次データについても，公開ミクロ
データの作成を計画している（

）。なお，米国センサス法 ）

は，個人が識別可能なデータの公開を禁止し
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ている。このため，ミクロデータの公開に際
しては，数値の入替え（ ）），区分
の統合，トップコーディングという つの匿
名化措置が施される。
　 が の事実上の後継調査であ
ることから，この調査については，米国法典
第 編第 条並びに第 条により，報告
が義務づけられており（

），また個票データそのものの公開
についても，センサスの調査票に準じて，い
わゆる「 年条項」が適用される。

６　Long formのACSによる代替の意味
　深刻な過少評価により 年センサスに
事実上失敗 ）したセンサス局は， 年セン
サスで本調査結果を事後調査等の情報により
補正し精度の改善を図るという

を追求すること
になる。しかし，補正によるセンサス精度の
改善並びにそれをいわゆる とし
て法定数字化するという同局の政策は，セン
サス実施の前年 年 月 日に出された
連邦最高裁の違憲判決によって挫折する
（ ）。その結果センサス局は，補正
に依存しない方法での人口把握精度の確保を
迫られる。
　 年センサス計画の最大の特徴は，

年以来実施されてきた を廃止
しセンサスを専ら として実施する
点にある。これによってセンサス局は，それ
まで に投入していた人的･物的資源
を に集中投入でき，結果的にセン
サス本体の把握度を改善することを期待して
いる。その意味で， 廃止案は，標
本調査を用いた調査結果の補正によるセンサ
ス精度改善策が違憲と判断され，それへの対
処措置としてセンサス本体の精度改善の方策
の一つとして の分離案が浮上し，

年センサス計画に盛り込まれたかのよ
うに見える。

　しかし，本稿でも見たように，事実経過は
これとは明らかに異なる。 というローリ
ング型の大規模標本調査によって
を代替するという調査方式の着想そのものは，

年代初頭にまで遡ることができる ）。ま
た，センサス局には， 情報をより
高い頻度で確保するために中間年にあたる

年に中間調査を実施するとの構想も
あった（ ）。もっ
とも，この計画は，財務当局の賛同を得るこ
とができず， 年周期でセンサス情報を得る
という計画は結局実現しなかった。
　センサス局は， 年センサス実施後間
もなく，ローリング型の大規模標本調査によ
り 情報の獲得に向けた準備作業に
着手する。 年には の具体化の動き
が本格的し，一連の試験調査によって調査実
施や標本設計等に係る様々な調査情報の収集
が行われた。その中で特に注目されるのは，
同局が 年センサスの の結果を
継続的調査による累積データを含む の
結果と比較することで， の に
よる実質的な代替可能性の検証を試みている
ことである。このことは， 年センサス
の成否とは無関係に，当初から 年を目
標年次として設定し，それに向けての準備作
業が周到に進められてきたことを意味する。
　米国の連邦政府統計体系から見て は
何よりも の代替調査として位置づ
けられるものである。このため につい
ては， と同様，義務的調査とされ
ている。その点で は，センサス本体か
らは切り離されたとはいえ，いわばセンサス
の分身として， 年以来センサスが果た
してきた機能を，センサスの実施方式とは全
く異なる形態で再定式化したものといえる。
　しかし他方で は，単なる の
代替としての調査にとどまらない要素も併せ
持っている。なぜなら， が 年毎
にしかデータを提供できなかったのに対し，
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一部の地域については 年あるいは 年分の
調査データをプールしそれを移動平均的にス
ライド使用することで，センサスの非実施年
についても，推計値として毎年データを提供
できるからである。
　センサス局は， の導入により，一方で
センサスを に特化することで人口
数の把握精度の改善を図るとともに，他方で，

という世帯調査フレームの支援の下に，
独自の調査計画によりそれまで 年毎にし
か得られていなかった 情報を毎年
継続して獲得できる調査システムを実現する
ことになる。このことからも， の
廃止とその機能の による代替は，米国
センサスにとって単なる原点回帰以上の意味
を持つ。

むすび
　本稿で紹介した の最大の特徴は，調
査標本の経年累積（プーリング）さらにはそ
の移動平均的な年次更新というローリング方
式の標本調査法（ あるい
は ）の適用により，
これまでの と異なり，推計により
調査結果が毎年次提供されることにある。こ
のような新たなタイプの標本調査法は，本学
会がこれまで主たる研究分野の一つとしてき
た調査論に対して新たな検討課題を提起して
いるように思われる。そこで，この点と関連
する ， の論点を指摘することで本稿のむ
すびとしたい。
　本学会でこれまで中心的に展開されてきた
調査論がその理論的出発点としてきた集団論
では，いわゆる「大量」を社会的に存在する
集団現象と規定する。ここでの大量は，事実
上それが有する 要素の一つとして，一定の
時間的規定を持ついわばクロスセクション
（横断面）的存在の集団現象として設定され
ている。現在となってはその真意を確認する
術はないが，内海庫一郎による「蜷川統計学

の体系には「唯物論はあるが弁証法がないの
ではないか」」（内海， ， ）という主
張には，大量それ自体の規定の中に時間軸が
もつ動学的要素が欠落している点を抽象的･
哲学的な形で指摘したものであるという側面
があるように思われる。また，標本調査法の
統計調査への導入の是非を巡って展開された
かつての標本調査論争，さらには統計調査技
術としての標本調査法の展開の中でも，標本
調査法は，専らクロスセクション型の一部調
査に適用される調査論として母集団分布に対
する代表性や標本誤差との関係で理論的に取
り上げられ，現実の統計調査において使用さ
れてきた。調査時点を異にする標本について
時間軸を貫く形でいわば移動平均的にプール
することで所期の推計精度を確保し，それら
を累積期間の異なる調査結果と結合使用する
ことで，継続的に推計結果を提供するという
ローリングの要素はそこには含まれていない。
　時間軸に従って標本としての集団を構成し，
それを母集団と関連づけるというサンプルの
プーリング，さらにはそのローリングについ
ては，例えば，性別データのように特段の処
理を必要としない変数や年齢のように機械的
な更新処理が可能な変数もないわけではない。
しかし，大半の変数は，プーリング期間中に
多かれ少なかれ変化するものと考えられる。
調査論としては，そのような変数データをど
う処理（ ）するか，また利用論として
も，そのような処理結果を含むデータの利用
特性や利用制約の検討が必要となるはずであ
る。
　標本調査が政府統計の作成方法として本格
的に定着する 年代以降，全数調査とし
てのセンサスは，標本抽出のためのフレーム
整備という新たな統計的機能を獲得する。近
年の調査環境の悪化に伴うセンサスの把握度
の低下は，センサスがこれまで約半世紀の間
担ってきたフレーム作成機能の存立基盤を侵
食し，その任務遂行の主役は，例えば事業所
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や企業を対象とした経済調査の場合，税務記
録等から得られる行政情報に次第に代替され
つつある。本稿では紹介できなかったが，

も米国郵政公社が保有する配達用住所
ファイルを主要な情報源としており，それと
地図データベースと連結することで，世帯調
査用の調査フレームとしてセンサス局がその
整備を行っているものである。 のコア部
分をなすサンプルのローリングも，このよう
な完備した世帯フレームの存在があって初め
て現実性を持つ。
　個人･世帯調査と企業･事業所調査とを現時
点で同列に論ずるのはいささか早計であるが，
すでに一部の国では，経常的に更新されるビ
ジネスフレームを標本抽出のフレームさらに
は の補正装置として使
用することで，これまで定期的に実施してき
たセンサス型の経済調査をローリング方式の

調査によって代替し，年次データの確保が行
われている。また，人口センサスの分野でも，

が調査実施の方法論として依拠している
に よ る あ る い は

という発想は，フラ
ンスやペルー等では，伝統的なセンサスに代
替するセンサス本体の調査理論として，いわ
ゆるローリング・センサスの理論的根拠と
なっている。ローリング方式の調査法の有効
性の評価については，今後の調査結果を待つ
しかないが，現時点では，少なくともこれま
で全国同時実施される全数調査を前提してき
たセンサスの在り方に一石を投じる統計調査
の在り方に係る新たな動きとして注目される。
　 の調査計画は，統計調査論さらには今
後の政府統計の在り方について，いくつかの
検討課題を提起しているように思われる。

注

）前センサス局長 は， 年 月 付の記者発表の中で， の非回答率は
年調査での の非回答率の二倍以上の規模になるとの見通しを与えている（
）。

） 導入の背景，経緯それに調査計画の概要については，エリス（ ）がある。
） のローリングサンプリングに関する研究としては， （ ）“ ”

（ ）
⑴ “ ” （ ）

（ ）“ ”
⑴ などがある。また，彼は，ヘルシンキで 年に開催された 第 回大会で，

というセッションを企画している（ ）。
） の調査計画立案の過程では，全米を州レベルで つに区分し 年ローテーションで順次調査
を実施するという案も検討された。しかし，州レベルで調査時点に最大 年のタイムラグが発生す
ることから，この調査方式は最終的には放棄された（ ）。
） 未満の住戸しかない行政単位では，センサスの と同様，毎年全住戸の ％が抽出
され， 年間で延べ ％の住戸に対して調査が実施される。
） 桁からなる郵便番号（ ）のうちの前 桁は州・都市を，また残りの 桁は郵便区に対
応している。
） の国立コールセンター（ ），アリゾナ州 それにメリーランド州

の 地点にコールセンターが配置されている。
）電話による聞き取りは 回試みられ，それでも通じない場合には別な情報源により可能性のある
番号を探し電話での接触を試みることになっている（ ）。
）『米国法典』第 編第 章第 条⒜
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）センサス局では，例えば，出現頻度の低い特異な世帯については，他の集計地域の類似世帯との
間で入れ替えを行うことになっている（ ）。
） 年センサスの失敗の一因としては，次のような事情が考えられる。
　 年センサスの際に，デトロイト市とニューヨーク市の市長が，商務長官とセンサス局長を
相手取り，センサスの実施方法に関して提訴し，人口の過少把握に対して事後調査による本調査結
果の修正を要求した。裁判の結果，原告側の敗訴となった。その後， 年センサス時に把握度
検証のための大規模事後調査を実施するかどうかについてはセンサス局でも独自の検討を行ってい
る。しかし同局では，大規模調査の実施がセンサスの実施に伴う業務を圧迫し，結果的に本調査の
把握度が落ちることを理由に 調査については補正しないとの方針を決定した。
　 年 月，シカゴ市長，ロスアンジェルス市長，それに米国市長会は，商務長官とセンサス
局長に対し，本調査後に 万世帯を対象とする事後調査を実施し，それによって本調査結果を補
正するという新たな訴訟を起こした。この訴訟については，商務長官が 年 月 日までに補
正を行うかどうかの判断を行うことで一応和解が成立した。センサス局では 年 月 日から
月 日にかけて， 万世帯の大規模事後調査を実施したものの，公表までの時間的余裕もなく，ま
だ研究すべき点があるとして，商務省は結局事後調査結果を本調査の補正には使用しないとの決定
を行った（石田， ， ）。本調査の実施に並行して行われた大規模事後調査に関わる業務が，
本調査での追加的な督促等の業務の妨げとなり，結果的に把握度低下の一因となったものと考えら
れる。
）米国で地域や人口集団といった「コミュニティ」について，センサス型の調査でしか得られない
情報をもっと高い頻度で確保すべきとの議論は，少なくとも 年の「年次サンプルセンサス」
（ ）の提案まで遡ることができる（ ）。その意味では，

の原点はこの にあると考えられる。
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